
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（この冊子は、再生紙を使用しています。） 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

平 成 ２７ 年 度 

 

北   海   道   局   関   係 

 

予 算 概 算 要 求 概 要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２６年８月 

 

国土交通省北海道局 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 

 この資料における概算要求・要望額は、特に説明のない限り、一般会計に計上される国費で

ある。 
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Ⅰ 平成27年度北海道開発予算 概算要求の基本的考え方 

 

 

北海道開発は、北海道の資源・特性を活かして国の課題の解決に貢献することに基本

的意義があり、国が策定するビジョンである北海道総合開発計画に基づき推進されている。 

 

第７期北海道総合開発計画（平成 20 年７月４日閣議決定）において我が国が直面する

課題とされたグローバル化、地球環境問題、人口減少・少子高齢化等の課題は、今日、国

家的課題としての重要性が一層高まっているとともに、国土強靱化、エネルギー問題等の

諸課題に対する的確な対応も求められている。 

特に、人口急減・超高齢化という我が国が直面する大きな課題に対し、個性あふれる

地方の創生により、経済の好循環の波を全国に広げ、各地域で若者が元気に働き、子ども

を育て、次世代へと豊かな暮らしをつないでいくことが極めて重要となっている。 

 

北海道は、「食」、「観光」、「環境・エネルギー」といった豊かな資源・特性を活かして、

これらの課題の解決に貢献することができる。近時の北海道経済を見ると、平成 25 年に

は、北海道からの食料品輸出が580億円（対前年1.6倍）に達するとともに、来道外国人

観光客数が初めて 100 万人を突破した。平成 27 年度末には北海道新幹線新青森・新函館

北斗間の開業を控え、長期停滞やデフレで失われた自信を取り戻しつつある今こそ、北海

道の中長期的な発展、個性あふれる地方の創生に向けて、活力と競争力ある地域経済の実

現を図るとともに、安全・安心に暮らせる社会基盤の確立を図ることが重要である。 

 

平成 27 年度北海道開発予算の概算要求に当たっては、こうした要請に応えるため、

「経済財政運営と改革の基本方針2014」及び「『日本再興戦略』改訂2014」（平成26年６

月24日閣議決定）、第７期北海道総合開発計画の中間点検等を踏まえ、所要の予算を要求

する。 

 

要求に当たっては、「個性あふれる地方の創生」、「食料供給力の強化」、「安全・安心な

国土の形成」を重点事項として、予算の一括計上＊の下で更なる重点化や効率化を図る。 

 

平成27年度北海道開発予算 総額６，２９８億円（対前年度 １．１８倍）

〔内 訳〕 

北海道開発事業費（一般公共事業費） ６，１９７億円（  同   １．１８倍）

行政経費等 １０１億円（  同   １．０１倍）

                         
＊ 北海道に係る公共事業費については、農林水産省、厚生労働省及び環境省所管事業関係予算も含めて、国土交通省北

海道局が予算要求を行い、一括して予算計上している。 
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Ⅱ 平成27年度北海道開発予算 概算要求の概要 

 

１ 重点事項 

（１）個性あふれる地方の創生 

産業・観光振興等を通じて人々が元気に働く活力ある地域の形成を図るため、地域

経済・産業を支える社会資本の整備を推進するとともに、食、歴史・文化等の北海道

の魅力の発信強化や受入環境の整備を通じて、北海道を訪れる外国人観光客の一層の

拡大を目指す。 

また、人口減少下においても医療・商業・教育等の都市機能へのアクセスを確保す

るため、広域的な交通ネットワークの充実等を図るとともに、子育て・高齢化等に対

応した豊かな生活環境の整備を促進するため、都市・農山漁村における生活空間の安

全確保・質の向上を図る。さらに、道内各地域の個性・ポテンシャルを活かした地方

創生策を多角的に検討する。 

 

（２）食料供給力の強化 

北海道の広大な農地、豊かな漁場等を活かし、我が国の食料供給基地としての役割

を発揮するため、農水産物の生産力向上や高付加価値化に向けた取組を推進するとと

もに、道内外・国内外の物流円滑化に資する基盤整備、北海道産農水産物等の輸出促

進等を推進し、生産・加工・流通にわたる北海道の食料供給力の強化を図る。 

 

（３）安全・安心な国土の形成 

災害に強い強靱な社会基盤を確立し、国民の命と暮らしを守るため、災害発生危険

度の高い地域における効果的な予防対策、災害が発生した地域における再度災害防止

対策を推進するとともに、災害時に拠点となる施設等の整備・耐震化や代替性の確保

のための交通ネットワークの整備を推進するなど、国土強靱化に向けた取組を推進す

る。 

また、社会資本の老朽化等に対応するため、地方自治体等とも連携を図りつつ、社

会資本の戦略的な維持管理・更新を推進する。 

 

（優先課題推進枠に係る要望） 

  「平成 27 年度予算の概算要求に当たっての基本的な方針について」（平成 26 年７月

25 日閣議了解）に規定された「新しい日本のための優先課題推進枠」について、所要

の予算を要望する。 １，３４３億円 

 

（北海道総合開発計画の効果的な推進） 

  北海道総合開発計画の効果的な推進を図るため、北海道特定特別総合開発事業推進費

による公共事業の機動的な調整や、北海道の課題解決に向けた北海道開発計画調査等

を実施する。 
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北方領土隣接地域： 

根室市、別海町、中標津町、標津町、

羅臼町（１市４町） 

歯舞群島

色丹島 

択捉島

国後島

根室市

別海町

中標津町

標津町

羅臼町

  推進費では、「北方領土隣接地域における魅力ある地域社会の形成」、「食関連産業の

育成」等＊のテーマを選定し、当該テーマに係る基幹的な事業を推進する。 

  計画調査では、外国人旅行客の増加等を契機とした北海道産食の魅力発信や、北海道

の人口低密度地域における農村の維持・活力向上など、北海道内各地域の個性・ポテ

ンシャルを活かした地方創生策を多角的に検討する。 

 

２ アイヌ施策の推進 

  内閣官房長官を座長とする「アイヌ政策推進会議」及びその下に設置された政策推進

作業部会での議論等を踏まえ、アイヌの伝統等に対する国民の関心や理解を促進する

ための施策を一層推進する。 

  また、「アイヌ文化の復興等を促進するための『民族共生の象徴となる空間』の整備

及び管理運営に関する基本方針について」（平成 26 年６月 13 日閣議決定）等に基づき、

「民族共生の象徴となる空間」について、 

・同空間におけるアイヌの伝統等に係る体験交流等活動プログラムの策定 

・国立の民族共生公園（仮称）に関する基本計画の作成 

・アイヌの精神文化尊重機能を有する施設のイメージ構築 

を行うとともに、2020 年オリンピック・パラリンピック東京大会に向けた海外へのア

イヌ文化等の情報発信方策を取りまとめる。 

 

３ 北方領土隣接地域振興対策 

「北方領土問題等の解決の促進のための特別措置に関する法律」（昭和 57 年法律第

85 号）に基づき作成された第７期振興計画（計画期間：平成 25～29 年度）を踏まえ、

北方領土隣接地域における魅力ある地域社会を形成するため、ハード施策とその活用

を図るためのソフト施策が一体となった取組を重点的に推進する。 

 

 

                         
＊ この他のテーマとして、「国家的規模の災害に備えた機能分散や体制の整備」及び「インバウンド観光の振興」がある。 
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Ⅲ　平成27年度北海道開発予算 概算要求・要望額総括表

（単位：百万円）
平 成 27 年 度 前 年 度

概算要求･要望額 予 算 額

（A） （B） （A)／(B）

767,822][   176,758][  642,151][   1.20][   ＊

Ⅰ 619,699 134,207 524,450 1.18

1 107,976 23,378 94,081 1.15
100,443 21,779 87,569 1.15
7,030 1,599 6,009 1.17
503 0 503 1.00

2 218,120 43,478 187,326 1.16

3 27,186 63 25,079 1.08
17,899 0 17,462 1.03
9,287 63 7,617 1.22

4 27,041 1,095 23,594 1.15
27,041 1,095 23,594 1.15
25,996 1,095 22,591 1.15
1,045 0 1,003 1.04

5 7,247 2,741 4,906 1.48
4,094 1,762 2,591 1.58
1,928 772 1,300 1.48
1,225 207 1,015 1.21

6 142,179 42,386 110,891 1.28
86,982 24,625 68,390 1.27
9,152 5,375 5,215 1.75
30,470 8,452 24,351 1.25
15,575 3,934 12,935 1.20

7 84,424 19,791 73,850 1.14
42,489 9,837 36,627 1.16
41,935 9,954 37,223 1.13

8 5,526 1,275 4,723 1.17

Ⅱ 17 0 13 1.24

Ⅲ 160 34 137 1.17

Ⅳ 100 0 100 1.00

Ⅴ 202 89 141 1.43

Ⅵ 9,651 0 9,598 1.01

629,829 134,330 534,440 1.18

＊上段［　］書は総事業費である。なお、推進費等に係る事業費は含まれていない。

（注）１　本表のほか、　

　　　　　（１）北海道開発の推進のための研究開発に要する経費（（独）土木研究所経費　9,248百万円の内数）

　　　　　（２）東日本大震災からの復興対策に係る経費（東日本大震災復興特別会計）

          　　　　復 旧 ・ 復 興　　 1,088百万円

　　　　　 　　　 全  国  防  災　　　 339百万円

　　　　　　　　        計　　　　　 1,427百万円

　　　　がある。

　　　２　四捨五入の関係で合計と内訳が一致しない場合がある。

北海道災害復旧事業等工事諸費

北 海 道 開 発 計 画 調 査 等 経 費

北方領土隣接地域振興等経費

アイヌ伝統等普及啓発等経費

そ の 他 一 般 行 政 費 等

合 計

農 業 農 村 整 備

森 林 整 備

水 産 基 盤 整 備

農 山 漁 村 地 域 整 備

社 会 資 本 総 合 整 備

推 進 費 等

社会資本整備総合交付金

防 災 ・ 安 全 交 付 金

公 園 水 道 廃 棄 物 処 理 等

水 道

廃 棄 物 処 理

国 営 公 園 等

農 林 水 産 基 盤 整 備

空 港

住 宅 都 市 環 境 整 備

都 市 環 境 整 備

道 路 環 境 整 備

都 市 水 環 境 整 備

治 水

治 山

海 岸

道 路 整 備

港 湾 空 港 鉄 道 等

港 湾

倍   率
備　 考事 項  うち「新しい日本のた

　　　 めの優先課題推
　　　 進枠」

北 海 道 開 発 事 業 費

治 山 治 水
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１ グローバルな競争力ある自立的安定経済の実現

（１）食料供給力の強化と食にかかわる産業の高付加価値化・競争力強化

Ⅳ 第７期北海道総合開発計画の主要施策ごとの主な事業等

農地の整備（国営農地再編整備事業、農業競
争力強化基盤整備事業）
地域の農業の振興を図るため、ほ場の大区画
化、暗渠排水等の農地整備や担い手への農地
集積により、生産コストの低減や農業の高付
加価値化を図る。

農業水利施設等の保全・更新（国営かんがい
排水事業、国営総合農地防災事業）
農業水利施設等の計画的な保全・更新により、
農業の生産力の確保を図る。

治水事業等による農業基盤の保全（石狩川、
十勝川等）
河川の改修や排水路の維持管理等により、農
業基盤の浸水被害の低減を図る。

平成27年度の主な事業等

△
△

△

担い手への農地集積の推進と地域農業の振興（国営農地再編整備事業）

【整備前】小区画不整形、排水不良のほ場 【整備後】 大区画へ再編整備

１区画当たり0.3～0.5ha（水田：78枚）
約80戸の小規模個人経営（11.8ha/戸）

農地再編整備により 地域農業の振興を下支え

凡 例

国営かんがい排水事業

国営農地再編整備事業

国営総合農地防災事業

国営土地改良事業地区位置図

１区画当たり3.9～6.8ha（水田：４枚）
４経営体（法人等）による大規模経営（206.3ha/経営体）は、
全国平均（15.4ha/経営体）の13倍

新たな生産技術の導入による更なる効率化 ６次産業化による農村振興

受信アンテナ

水稲､麦､大豆を収穫できる
大型汎用コンバイン

大型機械による乾田直播 農家レストラン農家組織による製品製造・販売
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漁港・漁場の整備（水産基盤整備事業）
漁港の高度衛生管理対策や藻場造成等により、水産物の流通・生産力強化、高付加価値化を図る
とともに、輸出促進等の国際競争力の強化を図る。

△

穀物の海上輸送網の拠点となる港湾の機能強化（釧路港）
大型船に対応した国際物流ターミナルを整備し、輸送コストを削減することで、飼料原料となる
穀物の安定的かつ安価な輸入を実現し、畜産業の競争力の強化を図る。

北海道産食の魅力発信
（北海道開発計画調査等経費＊１による基礎調査）
北海道産食の海外需要拡大等を図ることを通じて地方の創生にも寄与するよう、食と観光の連携
によるフードツーリズムを展開し、北海道の豊かな食の魅力を発信することについて、検討を行
う。

△

北海道産水産物の競争力強化

・輸出促進等を通じ水産業を成長産業にすることを
視野に、北海道産水産物の高品質化、高付加価値
化及び国内市場の競争力強化を図る必要

解決すべき課題

藻場の造成

・屋根付き岸壁の整備等、漁港の高度衛生管理対策
による水産物の品質及び付加価値の向上

・藻場造成、魚礁設置等による水産物生産力の強化

課題解決に向けた施策

屋根付き岸壁の整備

【漁港の高度衛生管理対策（イメージ）】

磯焼けの状況 藻場の再生

【藻場造成による水産物生産力の強化（イメージ）】

△

＊１ 北海道開発計画調査等経費：北海道総合開発計画の企画・立案・推進のために必要な調査等に要する経費。
＊２ ＨＯＰ：北海道国際輸送プラットホームの略。北海道産品の輸出拡大・物流活性化を図るため、冷蔵・冷凍貨物の小口混載輸送

サービス、商取引、マーケティング等の課題を解決し、産品を直接かつ安定的に輸出できる仕組み。

北海道産食の魅力発信

・安全・安心な北海道産農水産物等の認知度の更な

る向上

・外国人観光客の新規旅行客やリピーターの獲得

・農水産物・食品の輸出の拡大

など

解決すべき課題

・食のブランド力向上や観光地としての魅力向上を図
るため、外国人観光客に向けたフードツーリズムを
展開

など

北海道産食の魅力発信のイメージ

食 品 工 場

食 べ る

北海道産食の魅力を体験

見 る

ＨＯＰ＊２

海外おみやげ宅配便など買 う

観光地としての魅力向上による
外国人観光客の増加

食のブランド力向上による
北海道産食の需要拡大

輸出拡大、食関連観光消費増など

課題解決に向けた施策

北海道の食に対する期待

ツーリズムに適した素材や展開
にあたっての課題等の把握

食のブランド力向上やツーリズム
推進に必要なＰＲ手法の検討等

漁獲物への鳥類の
蝟集状況
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（２）国際競争力の高い魅力ある観光地づくりに向けた観光の振興

平成27年度の主な事業等

拠点空港
国際拠点港湾
重要港湾

＜社会資本整備がもたらす観光振興等の地方の創生につながる効果＞

自転車が利用しやすい環境の創出

北海道ならではの道路構造を活かした
自転車の通行環境等を創出し、北海道
でサイクリングを楽しむインバウンド
観光客の利便性にも配慮

道内空港のネット
ワークの要として、
利用者便益を高め
ながら、より賢く
使う機能を向上

新千歳空港

北海道における歴史・文化を活用したインバウンド観光の振興
（北海道開発計画調査等経費による基礎調査）
北海道独自の観光資源を活かしたインバウンド観光需要の拡大を通じて地方の創生にも寄与する
よう、歴史・文化を活用した観光を推進するための観光メニューの創出や海外へのプロモーショ
ン方策について検討を行う。

△

道の駅（流氷街道 網走 の例）

通過する道路利用者へのサービ
スのみならず、豊富なお土産品
の提供など多様なユーザーへの
対応の拠点に活用

冬期間は流氷観光砕氷船
「おーろら」の発着場として
流氷観光の拠点に活用

クルーズ船寄港の増加

豊富な観光資源を背景に、
近年寄港回数が堅調に推移
観光マーケットの拡大に寄与

・国内の他地域との差別化、観光メニューの多様化
による国際競争力の高い魅力ある観光地づくり

・地域資源を活用した観光振興を図ることによる地
域の活性化

など

解決すべき課題

・外国人観光客に大きな需要が見込まれる独自の歴
史・文化を活かしたインバウンド観光の推進

など

課題解決に向けた施策

北海道における歴史・文化を活用したインバウンド観光の振興

縄文時代の中空土偶等

歴史・文化を活用した観光メニューの創出
海外への観光メニューのプロモーション

北海道における独自性のある歴史・文化の活用

開拓の歴史から生まれた
ばんえい競馬

開拓の歴史（旧開拓使札幌本庁舎）

雪を活用した文化（雪の美術館）

北海道新幹線新函館北斗
駅等の開設に合わせた、
駅周辺のまちづくりを支
援

新幹線新駅の周辺整備

（提供：鉄道・運輸機構）
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△
△

２ 地球環境時代を先導し自然と共生する持続可能な地域社会の形成

（１）自然共生社会の形成

河川環境の保全・再生（釧路湿原、札内川等）
釧路湿原の自然再生、札内川の礫河原再生等、河川環境の保全・再生を図る。

浄化槽の整備
トイレ排水と生活雑排水を併せて処理する合併処理浄化槽の設置を促進し、河川・海洋等への汚
濁負荷を低減する。

森林の整備・保全の推進（森林環境保全直接支援事業、林業専用道等整備事業）
北海道産木材の安定供給体制の構築、森林吸収量の確保のための間伐等の森林施業や路網整備を
推進する。

「民族共生の象徴となる空間」の具体化等
アイヌの伝統等に係る体験交流等活動プログラムを策定するなど、アイヌ文化復興等の促進等の
ため「民族共生の象徴となる空間」の具体化を図り、地方の創生にも寄与するよう、2020年オリ
ンピック・パラリンピック東京大会に向けたアイヌ文化等の情報発信方策を取りまとめる。

アイヌの伝統等に関する普及啓発の推進
公益財団法人アイヌ文化振興・研究推進機構が行う事業を通じて国民の関心や理解を促進するた
めの施策を一層推進する。

平成27年度の主な事業等

△
△

具体的な取組

 平成27年度の取組

○「民族共生の象徴となる空間」の具体化

・アイヌの伝統等に係る体験交流等活動プログラムの策定

・国立の民族共生公園（仮称）基本計画の作成

・アイヌの精神文化尊重機能を有する施設のイメージ構築等

○2020年オリンピック・パラリンピック東京大会に向けた

アイヌ文化等の情報発信方策の取りまとめ

 アイヌ文化の復興等に関する

ナショナルセンターとして北海道

白老町に整備

平成26年６月「民族共生の象徴とな
る空間の整備及び管理運営に関す
る基本方針」を閣議決定

2020年オリンピック・パラリンピック
東京大会に合わせて一般公開

白老町位置図

 アイヌ文化の復興に配慮すべき国の強い責任

 先進国では先住民族政策を積極的に推進

 主要施設

○国立の民族共生公園（仮称）

・豊かな自然を活用した憩いの場を提供

○国立のアイヌ文化博物館（仮称）（文化庁事業）

○遺骨関連施設

・アイヌの人々の遺骨等の集約・管理・返還及び尊厳ある慰霊

・博物館等の一般公開に先立ち、できる限り早期に整備

「民族共生の象徴となる空間」の概要

「民族共生の象徴となる空間」の具体化等

近年では、カナダ（イヌイット等）、豪州（アボリジニ）において、オリンピック・
パラリンピック開催にあたり自国の先住民族に関する情報発信のための取
組を実施

△

（２）循環型社会の形成

平成27年度の主な事業等

廃棄物処理施設の整備（旭川市、網走市等）
ごみ焼却施設、リサイクル施設等の整備により、直接埋立量を減量し、環境負荷を低減する。

△

白老町

新千歳空港

札幌市
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△

河川事業で発生する泥炭を活用した活力ある地域づくり

河道掘削で発生する泥炭土は、
堤防の盛土材料等としては不
適である一方、通気性・保水
性に優れているため、客土と
して農地へ有効活用

地元自治体による泥炭土受け
入れ希望等の調整

十勝川河道掘削

■十勝川での泥炭活用事例

畑に搬入された泥炭土

北海道エコ・コンストラクション・イニシアティブの充実
北海道の社会資本整備に当たり、工事段階等において、先駆的・実験的な環境対策の取組を推進
する。

地熱等の再生可能エネルギーを活用した持続可能な地域づくり
（北海道開発計画調査等経費による基礎調査）
再生可能エネルギーの中でも安定した出力特性を有し、かつ、北海道において高いポテンシャル
を有している地熱を活用すること等を通じて地方の創生にも寄与するよう、地域固有の資源・特
性を活かした持続可能な地域づくり方策や地域の設備・施設の効果的な活用方策について検討を
行う。

△
△

（３）低炭素社会の形成

平成27年度の主な事業等

＊ バイナリー発電：低沸点の媒体を利用した低温度帯の熱水による発電方式。

公共事業の実施に伴う発生土砂の有効活用
河川事業で発生する泥炭を農地の土壌改良材として有効活用し、地方の創生にも寄与するよう、
北海道の基盤産業の一つである農業の生産性向上を図る。

・全国に先駆けて人口減少が進む北海道における活
力ある地域づくり

・北海道に豊富に賦存する再生可能エネルギーの中
でも全国一のポテンシャルを有し、特に寒冷地に
おける熱利用効果が大きい地熱の効率的な活用

など

解決すべき課題

・再生可能エネルギーの出力特性（安定した発電量
が得られるなど）を踏まえた地熱などの活用促進
による温泉地域における地域づくりの推進

など

課題解決に向けた施策

地熱等の再生可能エネルギーを活用した持続可能な地域づくり

・これまでの生育調査で、泥
炭客土による生育良好を確
認

・現在、地元農業高校とも連
携し「客土の有効性」につ
いて調査等を実施

１

泥炭搬入
なし

泥炭搬入
あり

（生育良好）

地域づくりのイメージ

ゲストハウス

野菜の栽培・冷蔵(加工)・提供

冬季も歩ける
散策路

♨

入浴施設

熱の
カスケード利用

電気の
地域内利用

地 熱 発 電
(バイナリー発電＊)

ﾀｰﾋﾞﾝ

媒体蒸気

湯元 温泉水

電気
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３ 魅力と活力ある北国の地域づくり・まちづくり

（１）広域的な生活圏の形成と交流・連携強化

平成27年度の主な事業等

△

圏域中心都市等への道路のアクセスの強化
（北海道横断自動車道網走線、一般国道38・44号釧路外環状道路等）
広域的な交流等の強化を図ることを通じて地方の創生にも寄与するよう、高規格幹線道路や地域
高規格道路のネットワークの構築を推進する。

（２）都市における機能の強化と魅力の向上

平成27年度の主な事業等

△

水道施設の整備（札幌市、釧路市等）
安全・安心な水道用水の広域的な安定供給を図るため、水道施設の耐震化、簡易水道の統合等を
促進する。

北国の歴史的構造物の改良（小樽港）
土木学会選奨土木遺産・北海道遺産である歴史的防波堤の機能を確保しつつ、次世代への継承を
図る。

△

人口低密度地域における農村の維持
（北海道開発計画調査等経費による基礎調査）
今後の人口減少を見据え、北海道の人口低密度地域における農村の維持・活力向上を図ることを
通じて地方の創生にも寄与するよう、北海道の農村集落の特性を踏まえ、農業生産法人等の組織
経営体に着目し、行政との連携や組織経営体間のネットワークの促進等を通した農村の維持・活
性化に資する取組について検討を行う。

（３）人口低密度地域における活力ある地域社会モデルへの取組

平成27年度の主な事業等

△

・人口減少の進行による地域の維持の困難化の
おそれ

・食料供給基地としての役割を果たすための農
業生産活動を支える農村の維持・活力向上

・北海道の集落特性を踏まえた農村（水田、畑
作、酪農地域等）の維持に向けた方策の検討

など

・行政と農業生産法人等との連携や農業生産法
人間のネットワークの促進を通した農村の維
持・活性化に向けた取組を推進

など

課題解決に向けた施策

人口低密度地域における農村の維持

解決すべき課題
農村の維持に向けた取組イメージ

バイオマス
の活用

生活扶助
機能の維持

廃校や空き
施設の活用

離農農地
の受け皿

都市と農村
の交流拠点

生産基盤の
維持管理

組織
経営体

組織
経営体

行政

ネットワークの促進

農業の大規
模・省力化

雇用の促進
人材の育成

連携連携
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（４）多様で個性的な北国の地域づくり

平成27年度の主な事業等

北海道らしい工夫による道路整備と運用
北海道の地域特性や道路利用者の多様なニーズを踏まえ、道路の構造や施工方法のほか、空間活
用についての工夫をする。

△

■今後の取組

■これまでの取組

北海道らしい道路の整備・運用

人工構造物を用いない中央帯、防雪林を整備することにより、景観に配慮するとともに、防雪林管理用道路
を一般車両に開放し、高速で走行する車両と低速車両及び歩行者等を分離し、安全性の向上を図る。

防雪柵

従 来

防雪林

整備イメージ

人工構造物を用いない中央帯

北海道の観光拠点間を結ぶ郊外部の幹線道路において、サイクリングニーズを勘案しつつ、例えば、路面
標示 （ライン、進行方向等）により自転車も走行する区間であることを明示し、自動車ドライバー及び自転
車利用者の安全意識向上や、冬期の堆雪スペースを夏期の自転車の走行空間としても活用するなど、北
海道らしい安心で快適な自転車走行環境の創出に取り組む。

整備状況

人工構造物を
用いた中央帯

人工構造物を
用いない中央帯

幹線道路のサイクリング状況 夏･冬の道路の運用

【冬期】

堆雪ｽﾍﾟｰｽ

走行が不規則な
サイクリング状況

自転車を
追い越す自動車

【夏期】
路
面
標
示

路
面
標
示

自転車

現 状 整備イメージ

自転車走行空間としても活用

冬期の堆雪状況

堆雪 堆雪
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４ 内外の交流を支えるネットワークとモビリティの向上

（１）国内外に開かれた広域交通ネットワークの構築

平成27年度の主な事業等

空港・港湾アクセスの強化
（北海道横断自動車道本別～釧路、一般国道278号空港道路、主要地方道根室中標津線等）
地方の創生にも寄与するよう、主要都市間を連絡する規格の高い道路、拠点的な空港・港湾への
アクセス道路等のネットワークの構築を推進する。

国際物流機能の強化（苫小牧港、釧路港等）
北海道における国際物流の機能強化や安定性の確保を図るため、国際海上コンテナターミナルや
国際物流ターミナルの整備を推進する。

国内物流機能の強化（苫小牧港、函館港）
北海道・本州間における物流機能の強化や安定性の確保を図るため、ＲＯＲＯ船＊やフェリーに
対応した複合一貫輸送ターミナルの整備を推進する。

既存空港の機能保持（新千歳空港、釧路空港等）
道内外、国際航空ネットワークの維持を図るため、老朽化した空港施設の更新・改良を推進する。

△
△

△
△

＊ ＲＯＲＯ船：ロールオン・ロールオフ（Roll on／Roll off）船の略。貨物をトラックやフォークリフトで積み卸す（水平荷役方式）
ために、船尾や船側にゲートを有する船舶。

離島交通の安定的確保（香深港、利尻空港等）
フェリー航路の安定化及び物流機能の確保を図るため、港湾施設の整備を推進するとともに、離
島への安定的アクセスを確保するため、老朽化した空港施設の更新・改良を推進する。

（２）地域交通・情報通信基盤の形成

平成27年度の主な事業等

△ かふか

岸壁水深の不足により、大型船が満載で
入港できず、減載して喫水調整を行って
の入港やハンディサイズ船での輸送とな
り、非効率な輸送を余儀なくされている。

水深14mの国際物流ターミナルを整備することにより、
大型船による穀物の一括大量輸送が可能となり、効率的

な海上輸送網が形成され、輸送コストの削減につながる。

釧路

八戸

新潟 釧路港をファーストポートとした２港寄り、３港
寄りの実現により穀物輸入ネットワークを形成

ﾊﾟﾅﾏｯｸｽ船
満載入港

【効率的な穀物輸送体系のイメージ】

ニューオーリンズ
シアトル苫小牧

石巻

釧路
苫小牧

石巻

八戸

新潟

ﾊﾝﾃﾞｨｻｲｽﾞ船

ﾊﾝﾃﾞｨｻｲｽﾞ船

ﾊﾝﾃﾞｨｻｲｽﾞ船

【現状】

ﾊﾝﾃﾞｨｻｲｽﾞ船
(3～4万DWT)により
各港において調達

ﾊﾟﾅﾏｯｸｽ船
(6～8万DWT)
減載入港

大型船に対応した国際物流ターミナルの整備（釧路港）

課題解決に向けた施策解決すべき課題
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（３）冬期交通の信頼性向上

平成27年度の主な事業等

△
△

冬期道路管理の重点化・効率化
雪堆積場の相互利用による排雪作業の効率化や冬期道路情報の収集・提供の充実を図る。

道路防雪対策の推進
近年の被災履歴や社会的影響等を勘案し、地吹雪・雪崩対策を推進する。

■取組事例（適期の通行規制やリエゾン*1 、緊急車両支援等）

■雪害状況

雪害・暴風雪に対する取組

損傷が深刻化する前に補修

地吹雪による視程障害

暴風雪により、視程障害や吹き溜まりのほか、停電、学校の休校、
公共交通機関の欠航・運休などが広域的に発生

適期の事前通行規制と早期の解除に努めるとともに、自治体へのリエゾン派遣による災害関連情報の共有、
各機関からの要請に応じた通行規制区間の緊急車両の運行支援等を実施

通行規制の実施 救急車（搬送患者）を先導する除雪車リエゾンの派遣

防雪柵等のハード整備により、
地吹雪対策等を推進

■取組事例（地吹雪対策等）

防雪柵の設置夜間の吹き溜まり

＊１ リエゾン：現地情報連絡員のこと。重大な災害の発生または発生の恐れがある場合に情報収集等を目的として自治体等へ派遣する職員。
＊２ ＩＬＳ：計器着陸装置（Instrument Landing System）のこと。悪天候による視程不良時に電波と照明により航空機を誘導し着陸させる

装置。
＊３ ＧＳ：グライドスロープ（Glide Slope）の略。ILSを構成する装置で、航空機に降下経路（縦位置あるいは高さ）を示す。
＊４ ＬＬＺ：ローカライザー（Localizer）の略。ILSを構成する装置で、航空機に進入方向（横位置）を示す。

航空輸送の定時性・安定性の確保（新千歳空港）
降雪時等視程不良時における航空機の就航率向上を図るための空港整備を推進する。

△

航空輸送の定時性・安定性の確保（ＩＬＳ＊2の双方向化）

整備前

南風
悪天候時

南風

A滑走路

B滑走路

着陸 離陸

A滑走路で離陸・着陸の両方を行

うことを強いられるため、定時運
航に支障

着陸

離陸

A滑走路で離陸、B滑走路で着陸

を行うことが可能となり、定時運
航を確保

整備後

A滑走路

B滑走路

ＧＳ用地
＊3

南風
悪天候時

南風

進入灯

ＬＬＺ用地
＊4
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道路防災・防雪対策、橋脚補強等の耐震対策の推進（一般国道231号雄冬防災等）
通行規制区間等における岩盤斜面対策等、道路防災対策を推進する。

根幹的な治水対策の推進
（千歳川治水対策、北村遊水地、サンルダム、樽前山火山砂防等）
洪水、土砂災害等の頻発する自然災害に備え、河川改修、遊水地、砂防施設の整備を推進すると
ともに、早期完成に向けてダム事業を重点的に実施する。

５ 安全・安心な国土づくり

（１）頻発する自然災害に備える防災対策の推進

平成27年度の主な事業等

△
△

千歳川の洪水の状況（昭和56年8月）

＜河川事業と土地改良事業との連携＞

千歳川流域では、河道掘削や堤防整備と遊水地群の整備を
合わせた総合的な治水対策を推進。整備にあたり、土地改良
事業と連携しながら排水機場や排水路を再編し、効率的に地
域の安全度の向上を図っている。

堤防整備

河道掘削

遊水地群の整備

河道掘削、堤防整備

千歳川流域の治水対策

土地改良事業
（農林水産省）

農地の湛水被害
解消のための排
水施設の増強

河川事業
（国土交通省）

遊水地設置に伴
う排水施設の移
設（補償）

現在の排水機場

新排水機場（増強）

移設

排水門

排水機場樋門

越流堤

周囲堤

越流堤 周囲堤

■洪水で河川の水位が高くなっても安全な堤防を整備
■洪水を流せるように河道を拡大

■洪水を貯留し河川の水位が高くなるのを抑える

洪水時に河川水位が上が
ると、越流堤を越える

洪水時には排水門
を閉じる

周囲堤

おふゆ

海岸侵食対策の推進（胆振海岸等）
海岸侵食や越波による被害防止のため、海岸保全施設の整備を推進する。

港湾施設の耐震強化の推進（函館港）
災害時の物流機能の確保のため、耐震強化岸壁の整備を推進する。

空港施設の耐震化の推進（新千歳空港等）
地震発生時の緊急輸送拠点機能の確保と航空ネットワークの維持及び北海道内における経済活動
の継続性確保に必要となる空港施設の耐震性の向上を図る。

安全・安心の確保を図る治山対策の推進（山地治山総合対策事業）
集中豪雨等による被害が住宅、公共施設等に及ぶおそれのある地域における山地災害対策等を推
進する。

△
△

△
△

いぶり
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漁港の防災・減災対策の推進（羅臼漁港等）
巨大地震や津波等に対する漁港の防災・減災機能の強化を図るため、耐震強化岸壁等の整備を推
進する。

河川管理施設の戦略的な維持管理・更新
長寿命化計画による適切な維持管理を行うとともに、著しく機能の低下した施設については老朽
化対策を推進する。

道路の老朽化対策
点検、診断、措置等のメンテナンスサイクルによる老朽化対策を推進する。

△
△

△

■道路施設の老朽化の現状（橋梁）

道路の老朽化対策

●北海道開発局では、平成25年４月１日現在で3,622の橋梁(橋長２m以上)を管理しており、今後これらの橋梁の高齢化が一斉
に進むことから、補修・架替えが必要となることが想定。

●建設後50年以上を経過した橋梁箇所数の占める割合は、現在の14％から20年後（平成47年）には59％にまで急激に増加。
●早期に損傷を発見し、対策を実施するとともに、関係機関と連携を図りつつ人材育成や各種技術支援を実施。

【点検による早期の損傷発見から対策を講じた例】

【地方公共団体への技術支援事例（橋梁点検講習会）】

橋梁点検で重篤な損傷を発見
（1962年建設 供用年数51年）

橋脚コンクリート打ち替えによる
対策を実施

【点検】
橋梁を定期的に
点検し損傷状況を
把握

【記録】
各種点検結果や補修等の
履歴等を記録保存

【措置】
補修等の計画に基づき効率的に
補修等を行う

【診断】
定期点検結果に基づき
損傷原因に関する所見
をまとめ、対策を判定し、
補修等の計画を策定

橋梁のイメージ

●メンテナンスサイクルの構築
安全安心を確保するため、点検→診断→措置→記録→（次の点検）という維持管理
のサイクルを通じて、長寿命化計画等の内容を充実し、予防的な保全を効率的、効
果的に進めます。

反映 充実

港湾施設の老朽化対策（室蘭港等）
経済活動の継続性を確保するため、港湾施設の適切な老朽化対策を推進する。

漁港施設の老朽化対策（厚岸漁港等）
水産物の安定供給に向けた漁港機能の適切な保全のため、漁港施設の長寿命化対策を推進する。

△

（２）ハード・ソフト一体となった総合的な防災・減災対策の推進

平成27年度の主な事業等

豪雪時における関係機関相互の連携強化
豪雪時通行止め情報等の共有、除雪作業等の連携・支援の実施や住民への情報提供等の充実を図
る。

△

架設年次別の橋梁箇所数分布
20年後

建設後
50年以上10年後

建設後
50年以上

現在

建設後
50年以上

△
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地域防災力の向上
災害発生時の自治体への災害対策用機械、ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ（緊急災害対策派遣隊）やリエゾ
ンの派遣、自治体や関係機関と連携した防災訓練の実施など、地域防災力の向上を図る。

△

大規模災害に備えた危機管理体制の強化
頻発化・激甚化する水害・土砂災害に備え、想定されるシナリオに基づく行動計画の策定や防災
情報の高度化など、危機管理体制の強化を図る。

積雪寒冷地における維持管理技術の充実
過酷な気象条件下における維持管理技術開発の重点実施、地方公共団体等への技術支援等を推進
する。

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの派遣
■前線を伴った低気圧による大雨被害（平成26年８月）

●前線を伴った低気圧の影響により日本海側を中心として道内の広い範囲で大雨となり、24時間降雨量で朱鞠
内で197.5mm（速報値）を観測するなど４地点で過去最大を記録。

●北海道開発局は、この影響により災害が発生した名寄市及び美深町に、ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥを派遣し、円滑
かつ迅速な災害対応支援を実施。

△
△

（３）道路交通事故等の無い社会を目指した交通安全対策の推進

平成27年度の主な事業等

交通安全対策の推進
事故危険区間等、事故ゼロプラン＊に基づいた事故対策を推進する。

△

＊ 事故ゼロプラン（事故危険区間重点解消作戦）：交通事故の危険性が高い区間である「事故危険区間（北海道の国道817区間）」
（平成22年12月、平成26年３月公表）の交通事故対策の取組。

交通安全対策の推進

「事故ゼロプラン」の流れ

事故発生要因の分析
要因に即した効果の高い対策を立案

事故データや地域の声をもとに、
事故の危険性が高い特定の区間を明確化

→「事故危険区間リスト」

対策完了後の効果を評価

対策の実施

事故危険区間のうち、
早期に対策が可能な箇所から事業化

第
三
者
委
員
会

地
方
公
共
団
体
等

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

サ
イ
ク
ル
で
改
善

意見

事故危険区間の対策イメージ

☆各段階において、データ等を活用して具体的に情報発信

【整備前】

【整備後】
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（参考１） 第７期北海道総合開発計画と中間点検の概要

地球環境時代を先導する新たな北海道総合開発計画
（第７期北海道総合開発計画）

○平成20年7月4日閣議決定 ○計画の期間：平成20年度からおおむね平成29年度まで
○付記：計画策定からおおむね5年後に計画の総合的な点検を行う

アジアに輝く北の拠点
～開かれた競争力ある北海道の
実現

森と水の豊かな北の大地
～持続可能で美しい北海道の実現

地域力ある北の広域分散型社会
～多様で個性ある地域から成る
北海道の実現

３つの戦略的目標

○地球環境問題○グローバル化の進展 ○人口減少と急速な少子高齢化

第７期計画策定時の我が国をめぐる環境変化と国家的課題

内外の交流を支えるネットワークとモビリティの向上 安全・安心な国土づくり

実現 北海道の実現

魅力と活力ある北国の地域づくり・
まちづくり

地球環境時代を先導し自然と共生
する持続可能な地域社会の形成

グローバルな競争力ある自立的安定
経済の実現（食、観光、成長産業）

戦略的目標を達成するための主要施策

・我が国が直面する課題についての計画策定後の変化

多様な連携・協働 新たな時代を見据えた投資の重点化 新たな北海道イニシアティブの発揮

計画の進め方

平成24年度に中間点検を実施
近年の社会経済情勢の変化

第７期計画の中間点検結果の概要

○第７期計画の点検結果を見ると、一定の進捗が見られるものがある一方、解決すべき課題もある

今後の第７期計画推進の基本的考え方

・計画策定後の北海道開発をめぐる状況の変化

（東日本大震災、世界的金融危機と長引くデフレ等）

検討体制 国土審議会北海道開発分科会

〃北海道開発分科会計画推進部会

○東日本大震災を踏まえた国土の脆弱性の克服、再生可能エネルギーの利活用の一層の促進、北海道の農水産品の
輸出拡大、インバウンド観光の振興等の取組が期待される

○食、観光、環境といった北海道の資源・特性を活かして、我が国の課題解決に貢献し、地域の活力ある発展を図るとい
う第７期計画が目指す方向は現時点でも有効であり、課題を踏まえて一層の施策の充実・強化を図りつつ、引き続き
計画を推進

今後の第７期計画の推進方策について

重点施策であるが、進捗に遅れが生じており、更に重点化を図る施策

点検結果を踏まえ更なる重点化を図る施策

一定の進捗が見られるが、社会経済情勢の
変化も踏まえ、更に重点化を図る施策

・北海道に優位性のある食関連産業の育成

・環境負荷の少ない持続可能な地域社会の実現

・活力ある地域づくり ・北方領土隣接地域振興対策

・食料供給力の強化 ・インバウンド観光の振興

・安全・安心な国土の形成 ・アイヌ施策の推進

社会経済情勢の変化に対応して強化を図る施策

活力ある地域 くり 北方領土隣接地域振興対策

・国家的規模の災害に備えた機能分散や体制の整備 ・北海道に豊富に賦存する再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの利活用の促進

・社会資本の戦略的維持管理 ・域内総生産と雇用の増加に資する成長期待産業の育成

｜ 17 ｜



網走港

紋別港

釧路港

根室港

十勝港

苫小牧港

室蘭港

函館港

小樽港

石狩湾新港

留萌港

稚内港

稚内空港

利尻空港

礼文空港

紋別空港

女満別空港

中標津空港

釧路空港

帯広空港

旭川空港

札幌飛行場

奥尻空港

函館空港

新千歳空港

（参考２）人流・物流ネットワークを支える基幹的な交通基盤の整備

整備新幹線

凡　　　例

空港（国管理、特定地方管理、地方管理、共用）

 

高規格幹線道路(開通区間)

高規格幹線道路(事業 区中 間 )

高規格幹線道路(未事業区間 )

在

 

来

 

線

国  際  拠  点  港  湾  、重  要  港  湾

 （平成26年8月)

（平成26･27年度新規開通区間）高規格幹線道路

平成27年度開通予定

北海道横断自動車道網走線

訓子府～北見西　12km

平成26年度開通予定

北海道横断自動車道根室線

浦幌～白糠　26km

平成26年度開通予定
帯広・広尾自動車道

更別～忠類大樹 17km
一般国道236号

平成27年度開通予定
北海道縦貫自動車道

12km
士別剣淵～士別市多寄町

平成27年度開通予定

北海道横断自動車道根室線

白糠～阿寒　14km

平成27年度開通予定

国道38･44号釧路市

釧路～釧路東　10km

※本開通の見通しは、今後の予算状況や施工上の状況変化等により、変更する場合がある。

平成27年度末 完成予定

北海道新幹線

新青森・新函館北斗間　149km
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（この冊子は、再生紙を使用しています。） 
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国土交通省北海道局 
 


